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都南災害における情報ニーズと属盤の関係
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要 約

本研究は、避難支援システムおよび健康 ・生活支援サービスの提供のための基礎資料収集を鷺的とした。具体

的には、住民が災害対策としてどのような情報を必要 としているか調査を行った。またこうした情報ニーズと住

民属性にどのような関係があるかについて分析を行った。

平成16年板橋区、仲町、弥生町、南常盤台全住民において同意を得 られた住民300名 に対して郵送調査にて調

査を行った。調査内容は1)文 橡 者属性に関する項目、2)災 害対策としてのどのような情報が必要か、とした。

分析の結果155名 の住民は3群 に類型化 された。各類型はそれぞれA型 はあらゆる情報を必要とし、B型 は情

報に対して全般的に必要性を感 じていない、C型 は日常生活に密接に関連した情報のみを選択的に必要とする類

型であった。属性との関係では、溝常生活に密接に関連 した情報のみを選択的に必要すると感 じる類型Cは 、あ

らゆる情報を必要と感 じる類型Aに 比較 して平均年齢が高い傾向が示された。
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1.は じめに

X996年の阪神淡路大震災は、日本の大都市災害におけ

る様々な問題点を明らかにした。この中で災害時の情報

システムに対する関心が高まっている。特に被災後の救

援活動が組織的に迅速に行われなかった原因として、災

害時1青報システムが整備されていなかったことが指摘さ

れている。被災後の生活において、経時的に変化する被

災者の多様な医療や福祉のニーズに適合した迅速なサー

ビスが供給できなかったといえる。

松田らによれば震災後活動性が著しく低下し寝たきり

となる高齢者が多かったと報告 している1>。黒田は、こ

うした状況下震災後の混乱のなかで主治医への受診を希

望するものが多かったとしている2)。また復興住宅によ

り近所づきあいの減法や知人と離れることによる寂しさ

を感 じる人も多かったという報告もある3>。これらの報

告は震災後の生活において被災者が深刻なニーズを抱え

ながら生活を送らねばならない事実を明らかにしている。

山田らは 「被害者の生活の建て直し」では生活ニーズの

把握、生活ニーズへの対応の重要性を示している。健康

レベル維持 ・回復および安全確保 ・保全は、震災直後に

比較的重要なぞ贈jで あったが、これら二つの役割が果た

されると、次の課題として被災者の生活の建て直しが重

要であるとしている。その方法として第一に生活ニーズ

の把握であり、続いて生活ニーズへの対応 というアク

ションが必要となるとしている4)。

大橋らは、災害後復興住宅での生活に関する調査で、

住民にとって支援ネットワークが十分にあると感 じ、自

分でそれを活用できる能力があると感 じるような働きか

けが必要であるとしている。さらに多くのサポー トを持

ち、普段から親しく付き合う人が多い者は、そのような

人間関係から積極的な問題対処ができ、主体的なコミュ

ニティーの形成につながるとしている5)。こうした先行

研究より、災害後の住民生活の安定化、二次的な障害発

生を最小限に抑制するためには、地域住民の災害に対す

るニーズを十分把握して置く必要が有ると考えられた。

そこで今回東京板橋区において、地域住民を対象とした

災害に対するニーズ調査を行 うこととした。

ところでニーズに関する研究は家族ニーズの研究を

行った形でこれまでにも見られるが、生活を規定する属

性の相違などから多様なニーズが抽出されることが示さ

れてきた㈱)。 災害時にお ける生活ニーズに関 しても多

様なニーズの抽出が予測 される。

そこで本研究では災害時の情報ニーズに焦点をあて、

都市住民が災害に対 して どうよ うな情報ニーズを持ち、

またこうしたニーズが住民属性 とどのような関係 にある

かを検討することを目的 とした。

2.対 象

平成16年 に都内で比較的高齢化率が高 く、木造住宅が

多いなど地域としての災害危険度が高い と考えられる板

橋 区の伸町、弥生町、南常盤台を対象 として、住民に対

し災害対策に関する悉皆調査を行った。本研究は上記悉

皆調査に続 く2次 調査 として行われ、1次 調査対象者の

うち同意を得 られた住民300名 に対 して郵送調査を行 っ

た。回収 された調査票は155で あ り回収率 は51.7%で

あ った。 回答者 属性 は男性74名(47.7%)女 性80名

(51.6%)(未 記入!)で あ り平均年齢は61.0歳(sd15。1,

18-85)で あった。

3.方 法

調査項目

調査内容は対象者属性に関する項目と災害に対する情

報ニーズに関する項目とした。属性に関する項目は①1生

別、②年齢、③日常生活自立度、④1曼性疾患の有無とし

た。情報ニーズに関しては遂下の1!項目について必要と

感 じるか否かについて質問した。情報ニーズの具体的項

目は①地域の危険性、②住宅の耐震補強の相談窓口、③

高齢者(障 害者)の 家族同士をつなぐネットワーク・災

害時の支援体制、④災害時対策について書かれた本 ・資

料、⑤地域の防災訓練 ・防災体制、⑥福祉 ・医療機器、

⑦避難所生活、⑧一時集合場所 ・避難場所、⑨災害時の

人的 ・物的支援体制、⑩災害時利用できるサービス、⑪

行政の担当者(地 域災害担当職員)と した。

分析方法

分析は第一に対象者にとって上記11項目について、必

要と感じるか否かに着目し分析対象者の類型化を行った。

方法としては前述の11項目について必要と感 じる場合は

YES、 感じない場合はNOと して回答を得、この11項目

に対する反応パターンから155名の対象者の中に、類似

したニーズ傾向を有する対象者群が存在するかについて
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分析 を行った。具体的にはクラスター分析 を用い、YES、

NOの 回答を1、0に 数値化 し平方ユー クリッ ド距離を

用いて分類を行った。

第二に類型化 で得 られた群 ごとに、どのよ うな情報

ニーズを有するかについて、類型 とニーズ項 目間のクロ

ス集計お よび κ2検定を行い、類型 ごとのニーズの差異

意について検討 した。

第三にこれ らの類型が対象 者属性 とどのような関係が

あるかについて ズ 検定お よび最小有意差法による多重

比較にて検討 した。

なお分析には統計ソフ トSPSSforWindawを 用い、危

険率0.1以 下を有意 とした。

轟.結 果

1)情 報ニーズ集計結果

情報ニーズに関 して集計 した結果、①地域の危険性を

必要 と回答 した対象者は96名(61.9%)で あった。以下

②住宅の耐震補強の相談窓口を必要 とした回答 した対象

者は83名(53.5%)、 ③高齢者(障 害者)の 家族同士をつ

なぐネ ッ トワーク ・災害時の支援体制は91名(58.7%)、

④ 災 害 時 対 策 につ い て書 かれ た本 ・資 料 は92名

(59.4%)、 ⑤ 地 域 の 防 災 訓 練 ・防 災 体 制 は74名

(47.7%)、 ⑥福祉 ・医療機器 は85名(54.8%)、 ⑦避難

所生活は104名(67.1%)、 ⑧一時集合場所 ・避難場所 は

91名(58.7%)、 ⑨災害時の人的 ・物的支援体制105・名

(67.7%)、 ⑩ 災 害 時利 用 で き るサ ー ビス は119名

(76.8%)、 ⑪行政の担当者(地 域災害担当職員)は107名

(69.0%)で あった(表1)。 情報ニーズに関する11項 目

のなかで地域の防災訓練 ・防災体制以外の10項 目は必要

とする回答が50%を 超えていた。 さらに必要 とする回答

が60%を 超 える項 目は①地域の危険性61.9%、7.避 難

所生活67.1%、 ⑨災害時の人的 ・物的支援体制67.7%、

⑩災害時利用 できるサー ビス76.8%、 ⑪行政の担 当者

(地域災害担当職員)69.0%の5項 目であった。

2)情 報.ニーズの類型化

11項 目の情報ニーズについて必要 と感 じるか否かに着

目しクラスター分析を行った結果、155名 の対象者 は大

きく2類 型に分かれ、この2類 型の一方が さらに2類 型

表1災 害に関する情報ニーズ類型の特徴項図

A群 B群 C群 合計 有意差
必要と考える情報 YCS/NO 数 % 数 % 数 % 数 %

1. 地域の危険性
YES

NO

89

16

84.8

15.2

3

37

7.2

92.5

4

6

ii

!1

96

59

61.9

38.1

**

2. 住宅耐震補強の窓口
YES

NO

80

25

76.2

23.8

2

38

5.0

95.0

1

9

!0.0

11

83

72

53.5

.●

**

3. ネソトワーク・支援体制
YES

NO

88

17

83.8

16.2

3

37

7.5

92.5

0

10

o.o

it1

91

64

58.7

41.3

**

4. 災害対策の本 ・資料
YES

NO

84

21

'ii

20.0

0

40

o.0

11!

8

2

80.O

it

92

63

59.4

1・

**

5. 地或の防災訓練 ・防災体制
YES

NO

71

34

.●

32.4

0

40

o.0

1/1

3

7

1!

70.0

74

81

47.7

52.3

**

6. 福祉 ・医療
YES

NO

81

24

77.!

22.9

0

40

o.o

ii/

4

6

li

li

85

70

54.8

45.2

=kIk

7 避難所生活
YES

NO

98

7

93.3

6.7

0

40

o.0

1!1

6

4

1!

/1

ro4

5ヱ

67.1

32.9

**

8. 一時集合場所 ・避鄭揚所
YεS

NO

90

15

85.7

14.3

0

40

o.0

82.8

1

9

10.0

・i/

91

64

58.7

41.3

**

9. 災害時の人的 ・物的支援体制
YES

NO

100

5

95.2

4.8

0

4

o.0

!11

5

5

/1

it

105

50

.●

32.3

**

10. 災害時利用できるサービス
YES

NO

104

1

99.0

1.0

5

35

12.5

87.5

ro

O

roo.o

o.o

119

36

.:

23.2

**

11. 地域の災害担当職員
YES

NO

93

12

::・

11.4

4

36

11

・1/

10

0

/11

0.0

107

48

69.0

31.0

**

合計 105100.040100.010100.0155100.0

**:P<0.1(κ2検 定)
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に分かれ る構造が示 された(図1)。3類 型を仮にA型 、

B型 、C型 とす るとA型 に分類 された対象者は105名 、B

型に分類 された対象者は40名 、C型 は10名 であった。

図1情 報ニーズによる対象者の類型化

3)3類 型の特徴項 圏

11項 目の情報ニーズに対する回答を類型ごとに集計 し

κ2検定 した結果全11項 目において有意差が見出された。

各類型で必要であるとされた回答が多いことに着 目する

と、A型 では全ての項 目において60%以 上の回答が示 さ

れた。逆にB型 では15%以 上を示 した項 目は無 く、④災

害時対策について書かれた本 ・資料、⑤地域 の防災訓

練 ・防災体制は、⑥福祉 ・医療機器、⑦避難所生活、⑧

一時集合場所 ・避難場所
、⑨災害時の人的 ・物的支援体

制、の6項 目については0%だ った。C型 で50%以 上を

示 した項 目は④災害時対策について書かれた本 ・資料、

⑦避難所生活、⑨災害時の人的 ・物的支援体制、⑩災害

時利用できるサー ビスの4項 目であった。

4)各 類型 と対象者属性の関係

情報ニーズに関す る3類 型と対象者属性の関係 につい

て分析 した結果、性別では類型問に有意な偏 りは見出せ

なかった。年齢に関する集計では、A型 に分類 され た

対象者 の年齢 が60.08歳(sd14.61)、B型 に類型化 され

た対象者の平均年齢は61.33歳(sd26.02)、C型 の平均

年齢は69.20歳(sd15.31)で あ り、最小有意差法 により

A型 とC型 の問に平均年齢の有意差が示 された(表2)。

その他 日常生活 自立度、慢性疾患の有無に関 しては類型

との関連性は示 されなかった。

表2類 型と対象者属性の関係

A B C

5.考 察

1)情 報ニーズ集計結果

情報ニーズに関して集計した結果、全体的にあらゆる

情報に関してニーズは高レ噸 向が示された。特に①地域

の危険性61、9%、 ⑦避難所生活67.1%、 ⑨災害時の人

的 ・物的支援体制67.7%、 ⑩災害時利用できるサービス

76.8、 ⑪行政の担当者(地域災害担当職員>69.0%の

5項 目では必要との回答が60%を 超えていた。これらの

項 目は被災直後および避難所での生活に関わる項 目であ

り、被災後の生活に対する不安が高いことを示唆するも

のと考えられる。我々の先行研究において避難所生活に

対する不安感について調査した結果では、不安の内容は

日常生活に関わる項目と、プライバシーに関わる問題に

類型化されており11)、こうした項 目に関する情報ニーズ

が高いものと考えられる。逆に地域の防災訓練 ・防災体

制に対する情報ニーズが比較的低く、このことは被災後

の生活に対する不安感が防災意識に直接結びついていな

い状況を示唆するものと考えられる。この点、被災の生

活不安解消を防災により如何に軽減できるのか、その戦

略を行政が明確に提示する必要性があると思われる。

'1甥il男4952 .90%1952.5(1°0 440.00°10

女5547。10%2147.50°10 660.00°0

年齢 60.08sd14.6161.33sd16.0269.20sd15.31

2)情 報ニーズの類型化

情報ニーズに着目しクラスター分析を行った結果、

155名の対象者はA8C3類 型に分類された。各類型の特

徴について、A型 は全ての項目に対 して二〇ズが高く、

逆にB型 は全ての項目を通しニーズが低い結果となって

いた。またC型 は④災害時対策について書かれた本 ・

資料、⑦避難所生活、⑨災害時の人的 ・物的支援体制、

⑩災害時利用できるサービスといった災害時特に被災直

後の生活に直接関わる項目について高い二〇ズが示され

た。A型 に含まれる対象者は105名全体の67.74%で あり、

都市住民の大多数は全般的に情報ニーズが高いことを示

すものと考えられる。このことは現在に住民が提供され

ている情報に対して満足していないことを示すものとも

いえる、この点今後如何に改善するか検討の必要性を示

唆する結果と言える。逆にB型 はニーズが全体に低く

現在の情報提供に満足しているカ＼ あるいは災害に対し

て無関心による結果と考えられる。この点この相反する

可能性について今後さらに検討の必要性があるが、全て

の項目で15%以 下の回答という結果が単に現在の情報供
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給に満足した結果よりはむしろ無関心を示す可能性が高

いと思われ、こうした住民に対し関心を喚起する取り組

みの必要性を示すものとも言える。最後にC群 は生活

に直接関わる項目のみにニーズが高く、防災対策等への

情報に比較 し生活ニーズへの要求が高い結果となってお

り、ある程度災害を具体的に想定した上で生活継続のた

めの情報が現在十分ではないと感じていることを示唆す

るものともいえる。この3類 型と対象者属性の関係の分

析では、A型 が比較的平均年齢が低 く、C型 は平均年

齢が高い傾向が示された。このことは若年層では全般的

に情報ニーズが高く、高齢者群では被災後の生活に関連

した項目に限定してニーズが高い傾向となっていた。避

難所生活のおける不安要素に関する先行研究において若

年群が全般的な事柄に不安を感 じるのに対し、高齢者群

では生活に密着した事柄に限定して不安を感 じるといっ

た結果であったlU。両分析を通じて、若年者は災害に対

して漠然と不安を感じ、このことからあらゆる情報必要

と感じ、逆に高齢者群では日常生活継続に関心が絞られ

ている可能性が高い事を示す結果と考えられる。

以上まとめると災害に対して1)全 般的な情報ニー

ズが高く、より一層の情報提供充実に向けた取り組みが

必要と考えられた。2)一 方一部住民では災害に対し無

関心な群が存在 し、災害に対する関心を惹起する取り組

みも必要と考えられた。3)最 後に高年齢層では生活継

続に密接に関連した情報への関心が高く、特に高齢者に

対しては被災後どのように生活が継続されるの力情 報提

供に努める必要性が示唆された。
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